予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：農業研究費
	事業名: 中山間農業研究所国補・県単試験調査費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　中山間農業研究所　電話番号：0577-73-2029

　E-mail：c24402@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額： 12,791千円（前年度予算額：30,339 千円）
	要求内容


	１　要求の内容


岐阜県の中山間地域では、その気候的、立地的特徴を生かした多様な農業が展開され　ており、主要な産業として位置づけられています。この中にあって、中山間農業研究所　は、中山間地農業を県民の生命と健康を守り、環境保全に貢献する魅力ある産業として　維持・発展させることを目標とし、農業者や関係機関からのニーズを的確に汲み上げ、　また消費者の農産物に対する安全性、安定供給、高品質生産等ニーズにも対応しながら、研究開発・地域支援を推進します。
	２　所要経費


（１）新規　（3,640千円）
①モモ新品種候補「飛系モモ１号」の地域適応性と栽培技術の確立
②施設園芸における停電対策と節電技術の開発
③革新的接ぎ木法によるナス科野菜の複合土壌病害総合防除技術の開発
（２）継続 （9,151千円）
①水稲の新品種育成及び栽培技術の開発
②シクラメン等鉢花の新品種育成と栽培技術の確立

③中山間地特産果樹モモ、リンゴ、クリ等の新品種育成と栽培技術の確立
④温暖化及び難防除害虫に対応する夏ホウレンソウ栽培技術の開発
⑤輪ギク「飛騨黄金」等切花の新品種育成と栽培技術の確立
⑥果樹生産における温暖化の影響評価と果樹栽培適地精密移動予測
⑦温暖地中山間地域における飼料用米の持続的低コスト多収生産技術の確立
⑧クリ新品種「ぽろたん」の産地拡大の阻害要因である凍害発生の抑制技術の開発
⑨果樹の系統適応性試験
⑩新規農薬開発利用試験
⑪飛騨市における農作物の生産向上技術の開発と新規導入品目の探索
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	30,339
	15,343
	0
	0
	40
	0
	13,026
	0
	1,930

	要求額
	12,791
	0
	0
	0
	40
	0
	10,621
	0
	2,130

	決定額
	12,791
	0
	0
	0
	40
	0
	10,621
	0
	2,130


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　「岐阜県長期構想」の政策方向性に基づき策定された、「ぎふ農業・農村基本計画」（H23～27）に則り①安心・安全な農産物の確保②産地づくり・ブランドづくりとブランド力の向上③農商工連携の推進と地域特産農産物の開発④遊休農地や鳥獣害対策等行政ニーズへの対応⑤研究成果のＰＲと技術支援の五つの柱に基づき研究開発・地域支援を推進します。本事業の中では特に、生産現場における問題の解決を主な目標とします。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	技術移転の推進（関連企業への技術移転）
	－

	13件
（H21）
	12件
（H22）
	13件
（H23）
	14件
（H25）
	93％


	外部資金の導入（外部資金による研究課題）
	－

	5件
（H21）
	9件
（H22）
	8件
（H23）
	5件
（H25）
	160％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
県単予算による６課題及び外部資金獲得による９課題、計１５課題について研究開発に取り組んでいます。
①温暖化および難防除害虫に対応する夏ホウレンソウ栽培技術の開発
②露地野菜の生産安定のための栽培技術の開発
③水稲の新品種育成及び栽培技術の開発
④輪ギク「飛騨黄金」等切花の新品種育成と栽培技術の確立
⑤シクラメン等鉢花の新品種育成と栽培技術の確立
⑥中山間地特産果樹モモ、リンゴ、クリ等の新品種育成と栽培技術の確立
⑦飛騨地域特産作物エゴマの品種選抜及び省力機械化栽培体系の確立と新商品開発
⑧夏秋果菜類の土壌病害を回避する新たな超低コスト栽培システムの開発
⑨飛騨市における農作物の生産向上技術の開発と新規導入品目の探索
⑩環境保全型農業と両立する生物的相互関係を活用した難防除ｺﾅﾀﾞﾆ類管理体系確立
⑪果樹生産における温暖化の影響評価と果樹栽培適地精密移動予測
⑫温暖地中山間地域における飼料用米の持続的低コスト多収生産技術の確立
⑬水田の環境保全に配慮した小型除草ロボットによる除草技術の開発
⑭クリ新品種「ぽろたん」の産地拡大の阻害要因である凍害発生の抑制技術の開発
⑮果樹の系統適応性試験


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
平成24年度の取り組みの結果、身近な作物の代表であるお米の他、トマト、ホウレンソウ、ナス、カボチャなどの野菜、モモ、リンゴ、クリなどの果樹、菊、トルコギキョウ、シクラメンなどの花で、生産安定に向けた成果が得られています。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	長引く不況、産地間競争の激化、諸資材の高騰など、産地を取り巻く情勢が厳しさを増す中で、先取り型の研究以外に、本事業の目的である「農業生産現場における問題解決型の研究」は年々必要性が高まっています。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	農業生産現場における問題解決は、試験研究機関における圃場での栽培試験なくしては実現は難しく、指導機関と連携した試験研究は極めて有効な方法です。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	各研究課題は指導機関からの要望や、行政施策的な要請等、実在する研究ニーズに基づいて提案された後、費用対効果等に関して無理や無駄が無いか精査され、実施が決定されています。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
得られた成果については中間検討会や成果検討会、生産者対象の研修会、あるいはホームページの活用などにより広報・周知に努めていますが、普及までの時間をより短縮するために、今後もあらゆる手法を用いてＰＲを図ります。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、残された課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
要望課題の収集など、生産現場ニーズの確実な把握と、その研究内容への速やかな反映に引き続き努めて参ります。


